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修士論文要旨
序章　研究背景・研究目的
　中国では、目覚ましいスピードで成長する経済とは対照的に、
未だ発展途上にある分野の一つが医療である。2009年４月、「医
薬衛生体制改革重点実施案（2009－2011）」が発表されたことで
医療制度改革が本格化し、医療ITの活用が非常に重要となると
考えられている。情報システムを活用することで、少ない医療
資源をより効率的、効果的に活用するとともに、医療情報を活
用して医療の品質を高め、国民の満足度を高めたいとの思惑が
あると推察される。
　重点的な政策、集中的な資金投入、そして中央政府から地方
政府への方針伝達等、医療情報化を推進する上で恵まれた環境
にあるように見える中国であるが、実際に様々な困難に直面し
ている。今後、電子カルテの整備や地域医療、住民生涯健康カ
ルテ等の導入が計画されており、医療機関向けのコンサルティ
ングサービスやトータルソリューションの提供が求められてい
ることから、医療情報市場の急速な成長が見込まれている。
　一方、日本における医療情報システムは、35年ほどの歴史が
あり、先進の医療ソリューションの技術を持っている。大病院
志向が強かった日本でも、医療機関間や医療・介護間の機能分
化・機能分担の明確化による効率的なサービス提供の促進、連
携強化による利用者の生活の質の向上を目的として、地域にお
ける電子カルテの情報の共有基盤が、構築されている。日本に
おける病診連携と役割分担のあり方や情報システムの課題を研
究し、日本が培ってきた情報共有のための技術と活用のノウハ
ウを、中国の医療制度に適用する可能性を探ることで、中国で
の医療情報化の推進や医療機関間の連携のための政策に貢献で
きるものと考えられる。
　本研究では、日本における病診連携と役割分担のあり方の経
緯、現状や課題を調査し、日本の医療情報システムと医療機関
間の連携との関係を整理することにより、その中国への適用可
能性を探ることを目的とする。これにより、中国の医療現状に
合った医療情報システムのあり方と導入への提案に結びつける
こととしたい。中国の医療現状に合った医療情報システムの導
入ができれば、専門職間でリアルタイムに情報共有し、患者の
容態をすぐに把握することができ、病院内、患者の自宅、遠隔
医療等においても適切な治療および処置が可能となり、ミスの
ない医療を提供することを支援し、患者がより安心な医療を受
けられることに貢献できる。
第１章　日本における医療政策の現状と動向
　日本の医療は、GDPに比して相対的に低い医療費であるにも
かかわらず、乳児死亡率の低さや世界最長の平均寿命など、公
衆衛生的な指標としては高い水準を誇っており、WHO（世界
保健機構）などからも高く評価されている。しかし、その一方
で、医療の効率性あるいは医療の質を測る指標として使われて
いる平均在院日数は、先進国の中で最長であり、病院の機能分
化も進んでいなく、病院に長期入院させる社会的入院の問題が
生じてきた。これを是正するために、病院機能の見直しと在宅
中心の医療提供体制の確立を目指して政策が進められてきた。
つまり、医療システムを、より効率的、効果的な機能分化と連
携の体系に変えていく政策が進められている。
第２章　日本における情報ネットワークの現状と課題
　2006年の医療制度改革によって、病院と診療所の機能分化を
進め、医療ニーズの低い入院患者を在宅療養に移行させる方向
での政策が推進されてきた。このため、地域での生活を支える
医療・介護・生活支援サービスの提供体制を整備することを内
容とする地域包括ケアシステムの構築等が進められている。在
宅で、医療、介護のサービスを適切に提供していくためには、関
係する専門職が、患者情報を共有し、同じケアの目標を持つこ
とが必要になる。こうした現状に鑑み、地域における複数の医
療機関間の医師等の医療従事者が患者情報等を共有・閲覧する
ためのデータベース連携システムを構築し、「シームレスな地域
連携医療」を進める試みが全国各地域で行われている。その中
では、石川県の恵寿総合病院を中心とするけいじゅヘルスケア
システムや、長崎県の各医療機関が参加する「あじさいネット
ワーク」のような成功例も見られる。
第３章　中国における医療供給の動向
　中国の医療制度は、1950年代の発足当初から、改革開放、市
場経済等の国家的な大変革の影響を大きく受け、都市部と農村
部という二元構造で発展している。歴史的には、計画経済期、市
場経済移行期、医療改革推進期の３段階に分類できる。2000年
に世界保健機関（WHO）より医療システムの非効率性を指摘
されたこともあり、2009年に新医療制度改革をスタートさせた。
新医療制度改革では、医療衛生事業を公益性のある事業と位置
付け、2009年から2011年に90％の国民をカバーする医療保険制
度の基本枠組みを構築するという中期目標と、基本医療衛生
サービスの普及率の向上を図り、国民の医療費負担を軽減する
という短期目標を掲げている。この短期目標を達成するため、中
国政府は、2009年から2011年に、基本医療保障制度の確立、国
家基本薬品制度の構築、末端医療衛生サービスシステムの健全
化、基本公衆衛生サービスの均等化と予防の推進、公立病院改
革の推進という５つの重点分野について改革を進めている。
第４章　中国における情報ネットワーク導入の可能性
　中国では様々な面で社会的な格差が大きいが、病院のIT化に
おいてもその差が非常に大きい。そこで、中国医療情報化の実
態を把握するため、実際に稼働している中国福建省の３ヶ所の
医療機関を対象に、情報ネットワークに関するヒアリング調査
を行い、その結果を踏まえて、日本のシステムの中国への適用
可能性についての検討を行った。日本では、国民の大病院志向
が定着し、疾病構造が急性疾患中心から慢性疾患へと変化する
中で、長期入院と病床過剰という問題が生じた。これらを是正
し、医療機関の間の機能分化と連携を推進するため、近年、医
療情報ネットワークの構築に力が注がれている。一方、中国の
現状をみると、今後、多くの人が大病院で医療を受けられるよ
うになると、一気に病院開設が進み、医療提供体制がいびつに
なる可能性がある。そのため、今のうちから医療情報ネットワー
クの普及を図り、医療機関間の機能分化と連携を進めていくこ
とが必要である。日本の地域医療連携システムの先進的な事例
を研究することにより、中国での医療情報化と医療機関の機能
分化の推進に貢献できるものと考えられる。
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